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愛知県公立高等学校入学者選抜方法協議会議議事録（令和５年度第２回） 

 

日時　令和５年７月25日（火）　　　

　　　午後２時から午後３時30分まで 

会場　愛知県庁本庁舎　正庁　　　　 

 

開会            　　　　高等学校教育課主査 

教育委員会挨拶　　　　　愛知県教育委員会教育長 

議長挨拶　　　　　　　　 

副議長挨拶　　　　　　　 

 

議長　　　　　　　　　　諮問事項である「長期欠席者等にかかる選抜方法の在り方に

ついて」の専門員会としての「まとめ」を、専門員会の議長で

ある飯島委員から報告してほしい。 

 

飯島委員　　　　　　　　専門員会に付託された事項について、「Ⅱ　専門員会の経過と

協議の概要」に書かれている日程で、２回にわたり慎重に協議

を行い、まとめを得たので、資料に基づいて報告する。 

                      　本協議会議からの付託事項は、次のとおりである。 

 

 
Ⅰ　付託事項（令和５年５月31日　協議会議より付託）

 
　長期欠席者等にかかる選抜方法の在り方について

                      
　　　　　　　　　　    専門員会の経過と協議の概要は、次のとおりである。 

                     Ⅱ　専門員会の経過と協議の概要 

 　　　第１回　令和５年６月15日（木） 

 　 　　　第２回  令和５年６月30日（金） 

　　２回の専門員会を開催し、慎重な協議を行った結果、「令

和５年度愛知県公立高等学校入学者選抜方法協議会議専門員

会まとめ」のとおり結論を得た。

　次に、専門員会での協議経過を報告した後、まとめの内容を読

 み上げながら、補足説明を行う。

 　まず、専門員会での協議経過の概要である。

  第１回の専門員会では、長期欠席者等にかかる選抜方法、いわ

ゆる長欠選抜について諮問に至った経緯と、制度についての説明

 を事務局から受けたのち、協議を行った。

　協議のはじめに、高等学校の立場の専門員から、長欠選抜や全

日制単位制選抜の状況、中学生の時に欠席が多かった生徒の高等

 学校入学後の状況についての説明があった。
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　その中で、高等学校への入学を機に、学校生活に前向きに取り

組んでいる生徒の様子が紹介された。また、入学者選抜における

受検上の配慮だけではなく、入学後のサポートも必要であるとい

 う意見が出された。

　次に専門員会への付託理由や親会議での意見を踏まえ、論点整

理を行った。まず、生徒指導要録上出席扱いできる、自宅でＩＣ

Ｔ等を活用した学習活動を行った日数を、長欠選抜の申請要件で

ある欠席等の日数に含めるか、また、長欠選抜の申請者として過

 年度卒業生を対象とするか、という２点が論点として示された。

　また、近年、不登校生徒が増加傾向にある中で、長欠選抜の申

請者数は大きく増加しておらず、欠席等の日数に関する基準を見

 直し、緩和してはどうかという意見が出された。

　そこで、今回の論点は、ＩＣＴ等を活用した学習活動の日数を

長欠選抜の申請要件である欠席等の日数に含めるか、また、過年

度卒業生を対象に加えるか、さらに、申請要件の「中学校第３学

年における出席すべき日数の半分以上の欠席等の日数」という基

 準を緩和するかどうかの３点とした。

　なお、長欠選抜の適用を受ける受検者については、全日制課程

の一般選抜において面接を実施しない高等学校でも個人面接を実

施したほうがよいという意見も出された。しかし、事務局から、

面接を実施しない高等学校では、他の受検者の面接結果がないに

もかかわらず、長欠選抜の適用者のみ個人面接を実施すると、選

抜資料に差が生じること、また、長欠選抜を申請する者は必ず自

己申告書Ａを提出するため、受検者が自分の思いを高等学校に伝

える手段があることが説明された。そのため、全日制課程一般選

抜で面接を実施しない高等学校での個人面接の実施については、

 協議の対象としないこととした。

　一つ目の論点であるＩＣＴ等を活用した学習活動の日数を長欠

選抜における欠席等の日数に含めるかどうかは、入学者選抜制度

の変更というよりも、運用面での変更であり、自己申告書Ａを提

出することができる欠席等の日数について、生徒指導要録上出席

扱いとなっている保健室登校等の別室登校の日数や、適応指導教

室等の学校外の施設で相談したり指導を受けたりした日数を欠席

等の日数に含めることは、過去に本協議会議では協議されていな

いとのことであった。そのため、自宅でＩＣＴ等を活用した学習

活動の日数を含めることについては、今回も本協議会議の協議対

象とはせず、欠席等の日数に含める方向性について了承し、事務

局に運用ルールの変更を委ねることとして専門員の了承が得られ

 た。

　過年度卒業生を対象に加えるか、また、申請要件である「中学
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校第３学年における出席すべき日数の半分以上の欠席等の日数」

という基準を緩和するかという２点については、第２回の専門員

 会で引き続き協議することとした。

 

　　　　　　　　　　　　第２回の専門員会では、まず、長欠選抜の対象に過年度卒業生

 を加えるかどうかについて協議した。

　最初に、事務局から、他の都道府県における長欠選抜の状況に

ついて説明を受けた。また、平成25年度の本協議会議で過年度卒

業生を対象としなかったことの経緯について説明があった。その

上で、過去の欠席が原因で希望する高校を受検できなくなること

を避けるためには、過年度卒業生も長欠選抜の対象とする方がよ

いという意見が出され、また、過年度卒業生でも中学校の在籍時

の状況を把握することは可能であるという意見が中学校の立場の

専門員から出された。協議の結果、過年度卒業生も長欠選抜の対

 象とすることで合意に至った。

　続いて、長欠選抜の申請要件である「出席すべき日数の半分以

上の欠席等の日数」という基準を緩和するかどうかについて協議

した。中学校の立場の専門員からは、この基準の緩和を求める意

見が出された。また、欠席等の日数の基準を緩和するには、頑張

って毎日中学校に通っている生徒やその保護者が納得できるよう

にする必要があるという意見や、年間30日以上の欠席であれば自

己申告書Ａを出せるので、選抜上大きな配慮がなされる長欠選抜

では、「出席すべき日数の半分以上の欠席等の日数」という基準

が適切であるという意見などが出された。協議の結果、「出席す

べき日数の半分以上の欠席等の日数」という基準は現行のとおり

 とすることで合意に至った。

 　　　　　　　　　　　　以上が、２回の専門員会における協議の概要である。

 

　　　　　　　　　　　　次に、「専門員会のまとめ」の内容について、実際に交わされ

た意見や協議の様子などを補足しながら、項目ごとに詳しく説明

 する。

令和５年度愛知県公立高等学校入学者選抜方法協議会議専門員会 

ま　と　め 

　愛知県公立高等学校入学者選抜方法を、次のようにすることが望ま

しい。 

 

 　長期欠席者等にかかる選抜方法については次のとおりとする。

　１　この選抜方法の適用を申請することのできる者に「過年度卒業

 　　生」を加える。



- 4 -

 　２　その他の事項は、現行のとおりとする。

　３　実施時期は、令和６年度入学者選抜からとする。

　はじめに、「１」の項目について、補足する。 

　今回の協議を始めるに当たり、事務局から平成25年度の本協議

会議では、過年度卒業生については欠席理由が「やむを得ない事

情」であるかを判断することが難しいため、長欠選抜の対象から

外されたこと、また、制度の導入後しばらく動向を見極めて改め

 て検討すべきであるという意見があったことが報告された。

　今回、改めて過年度卒業生について協議することになったが、

卒業後５年以上が経過した過年度卒業生は、生徒指導要録の「指

導に関する記録」の保存年限が過ぎており、もともと各教科の評

定（いわゆる内申点）が記載される「学習の記録」の欄は空欄の

まま調査書が提出される。そのため、調査書に評定が記載される

 卒業後５年以内の過年度卒業生について検討することにした。

　過年度卒業生が、中学校を卒業した後に高校入試を受けようと

考えたとき、長期欠席によって中学校時代の評定が低いために希

望する高等学校への受検をあきらめるということは避ける必要が

ある。そうした受検者が長欠選抜の制度を活用する際、欠席理由

の「やむを得ない事情」や保健室登校等の日数をどのように確認

して判断するかが課題となるが、中学校の立場の複数の専門員に

よると、中学校では、担任、学年主任、進路指導主事などが組織

的に情報を共有しているため、卒業後５年程度であれば在籍時の

状況を把握することは可能であるとのことであった。高校の立場

の専門員からは、それであれば、長欠選抜を適用することに問題

はないとの意見が出され、協議の結果、長欠選抜を申請できる者

 に「過年度卒業生」を加えることで合意に至った。

 

　次に、「２」の項目について、補足する。 

　過年度卒業生を対象に加えること以外は、現行のとおりとする

結論に至ったが、「出席すべき日数の半分以上」という欠席等の

日数の基準についての協議を行った。中学校の立場の専門員から

は、中学校にはこの基準の緩和を求める声はあるが、具体的に何

日とすることが適切であるかを決めることは難しいという意見が

 出された。

　そこで、文部科学省が不登校生徒に関して、特に重大な不登校

の日数として「年間90日以上」という基準で調査をしていること

を踏まえ、90日とすることについて各専門員の意見を聞いた。各

専門員からは、90日は出席すべき日数の概ね半数であり、現行の

「半分以上」という基準は適切であると考えられること、また、
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「90日」という具体的な日数を示した場合、新型感染症などによ

る臨時休校が行われて年間の授業日数が減った場合などは、かえ

って厳しい条件となってしまうため、現行の「半分以上」のまま

の方が適切ではないか、という意見が出された。また、令和３年

度における愛知県の中学３年生のうち、90日以上欠席した生徒数

は約2,000人であったが、長欠選抜の申請者数は約200人であった。

すなわち、実際に申請したのは、申請できる生徒の１割程度であ

り、日数の基準が申請の妨げになっているわけではないと判断さ

れることから、「出席すべき日数の半分以上の欠席等の日数」と

 いう基準については、現行のとおりとすることで合意に至った。

 

　最後に、「３」の項目について、補足する。 

　この数年、中学校において不登校生徒が増加傾向にあることを

踏まえ、過年度卒業生を対象に加える変更は速やかに実施するこ

とが望ましいと考え、次の令和６年度入学者選抜から適用するこ

 とで合意した。

 　専門員会からの報告は、以上である。

 

議長　　　　　　　　　　質問はあるか。 

 

加藤(聡)委員　　　　　　前回の本協議会議で、過年度卒業生を長欠選抜の対象とするこ

とについては、欠席の理由について確認することが難しく、中学

校の負担となることが心配であると発言したが、専門員会で慎重

に協議がなされたことを理解した。実務的に可能であれば、過年

 度卒業生を長欠選抜の対象とするという方向でよい。

　　　　　　　　　　　　ただし、中学校生徒指導要録の指導に関する記録の保存年限は

５年であり、実質的に卒業後５年までの卒業生が対象となると思

われるが、専門員会のまとめでは、「過年度卒業生」となってい

る。「５年以内の」ということはあえて明示しないということか。 

 

飯島委員　　　　　　　　文言としては、「過年度卒業生」としたが、事務局から補足説

 明をお願いしたい。

 

高等学校教育課担当課長　　　中学校生徒指導要録の「指導に関する記録」の保存年限は５年

であるが、そのことを理由に卒業後５年を経過した者は長欠選抜

の対象としないことは、一般の理解が得られないと考えており、

専門員会議長の飯島委員と相談のうえ、あえて「５年以内の」と

 いう文言は入れないこととしたものである。

 

加藤(聡)委員　　　　  　卒業後５年以上経過した卒業生が長欠選抜を申請したいと中学
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 校に申し出たら、どうなるか。

 

高等学校教育課担当課長　　　中学校生徒指導要録の「指導に関する記録」の保存年限から、

調査書の学習の記録に記載される各教科の評定は、卒業後５年を

経過すると記載できなくなるため、長期欠席によって評定が低い

ことが選抜上不利に働くこともなくなる。そこで、面接について

 のみ、個人面接を適応する配慮を行うことになると考えている。

 

飯島委員　　　　　　　　長期欠席者であったかどうかに関わらず、卒業後５年を経過し

た者については、そもそも中学校生徒指導要録の「指導に関する

記録」がないため、調査書の「学習の記録」には評定が記載され

ずに高等学校に提出され、各教科の評定がない中で選抜が行われ

 ることになる。

 

小島委員　　　　　　　　卒業後５年を経過した者が、今回のまとめを読んで、自分が対

 象かどうかわからなくなることはないか。

 

高等学校教育課長　　　　卒業後の年数は条件に含めず、過年度卒業生全員を対象とする

こととしたい。調査書の記載内容については、中学校生徒指導要

録の指導に関する記録の保存年限が５年間であるため、卒業後５

年を経過した者は、各教科の評定の記載がない中で選抜を行うこ

とになる。この点については、長欠選抜の申請をする、しないで

差は生じないが、面接については、集団面接ではなく個人面接を

実施するという配慮が可能となることから、卒業後５年以内に限

 定する必要はないと考えている。

 　　　　　　　　　　　　

土屋議長　　　　　　　　５年という生徒指導要録の保存年限があり、卒業後５年を経過

した者については、調査書に評定が記載されないために、その受

検生が長欠選抜の申請を行う、行わないにかかわらず、調査書の

評定の部分に関しては、本人にとって不利な取り扱いとなること

 はないという理解でよいか。

 

 高等学校教育課長　　　　そうである。

 

髙橋委員　　　　　　　　中学校生徒指導要録の「指導に関する記録」の保存年限が過ぎ

ているということは、調査書の評定だけではなく、出欠の記録も

ないということになる。出席簿等の保存年限も５年間であるため、

専門員会では、卒業後５年以内の者を想定して協議した。そのた

め、卒業後５年を経過した者が長欠選抜の申請を希望した場合に、

 欠席等の日数をどのように確認するかという課題は残っている。
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小島委員　　　　　　　　専門員会では、卒業後５年以内の過年度卒業生についてのみ協

 議したと認識している。

 

高等学校教育課担当課長　　　専門員会では、卒業後５年を経過した者については、中学校生

徒指導要録の「指導に関する記録」が保存されていないため、保

存年限内にあり、調査書に中学校３年時の評定が記載される卒業

後５年以内の者に対して、卒業見込者と同様の配慮ができないか

という観点で協議を行っていただいた。しかし、それによって卒

業後５年を経過した者の長欠選抜の申請は受け付けないというこ

 とは難しいのではないかと考えている。

 

小林委員　　　　　　　　『入学者選抜実施要項』の記載を見ると、長欠選抜の適用を申

請できる者として、「(ｲ)やむを得ない事情により、第３学年に

おける欠席等の日数が出席しなければならない日数の半分以上で

ある者」とある。やむを得ない事情については、卒業後５年以内

であれば中学校に負担をかけずに判断できるというのが先程の説

明であり、卒業後５年を経過した者については説明がなかった。

卒業後５年以内の者についてはやむを得ない事情で欠席したかを

中学校が判断し、卒業後５年を経過した者が申請を希望する場合

の運用については、別途、県教育委員会から中学校と高等学校に

 示されるということでよいか。

 

土屋議長　　　　　　　　卒業後５年を経過した者が長欠選抜の申請を希望する場合は、

その都度、県教育委員会が対応すればよいのではないかという意

 見か。

 

小林委員　　　　　　　　卒業後５年を経過した者が長欠選抜の申請を希望する場合の運

用方法を、中学校と高等学校に示してもらえれば、学校で対応す

 るということである。

 

高等学校教育課担当課長　　　中学校生徒指導要録の「指導に関する記録」がなく、欠席日数

等の確認ができない卒業後５年を経過した者については、事務局

 で対応する方向で進めたい。

 

土屋議長　　　　　　　　ここまでの協議は、中学校生徒指導要録における「指導に関す

る記録」の保存年限が５年であることから、専門員会では卒業後

５年以内の者に適用範囲を広げることを協議の対象としたが、卒

業後５年を経過した者についても長欠選抜の申請を受け付けると

 いう理解でよいか。
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鈴木(欽)委員　　　　　　卒業後５年を経過した者が長欠選抜を申請することは、実際は

少ないと考えられるが、長欠選抜を申請したいという希望があれ

ば、受け付ける体制を作っておくべきである。長欠選抜を適用す

ることで救われるということがあれば、何らかの方法を構築して

 おく方がよい。

 

加藤(聡)委員　　　　　　間口を広げることについては、賛成である。運用面で対応して

 もらえばよい。

 

飯島委員　　　　　　　　『入学者選抜実施要項』には、卒業後５年を経過したら調査書

の提出を不要とする旨の記述はなく、記録が残っていない欄につ

いては空欄で提出され、選抜に際して高等学校が適切に対応して

いる。長欠選抜についても同様であり、卒業後５年を経過した者

 も長欠選抜に申請できるとした方が筋が通ると思う。

 

土屋議長　　　　　　　　専門員会のまとめでは、５年という卒業後の年数に言及してい

ないが、『入学者選抜実施要項』には、生徒指導要録の「指導に

関する記録」の保存期間が過ぎた者については、その記録の内容

がないままで選抜を行うこととなっており、長欠選抜においても

卒業後の年数であえて区別する必要はない。ただし、例外的なケ

ースについては事務局において適切な対応方法を検討するという

前提で「卒業後５年以内」に限らないこととして、過年度卒業生

 にも長欠選抜の対象を広げるということでいかがか。

 

小島委員　　　　　　　　卒業後５年を経過した者に対しても長欠選抜を適用することに

反対するわけではない。しかし、長欠選抜の申請要件には、「や

むを得ない事情により第３学年の欠席等の日数が出席すべき日数

の半分以上の欠席になった者」という『入学者選抜実施要項』の

文言があるので、卒業後５年を経過した者については、生徒指導

要録の「指導に関する記録」が残っていない中で、欠席日数が出

席しなければならない日数の半分以上であったことを確認しなけ

ればならない。そのような場合の対応については、今後、事務局

 から学校に示されると理解してよいか。

 

 高等学校教育課担当課長　　　そのようにお願いする。

 

土屋議長　　　　　　　　卒業後５年を経過した者が長欠選抜の申請を希望した場合の取

り扱いについては、後日、事務局が学校に対して具体的な運用方

法を示すこととし、専門員会のまとめの「１」における「過年度
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卒業生」の文言についての修正はせず、専門員会のまとめを本協

 議会議のまとめとしてよろしいか。

 

 （異議なし）

 

土屋議長　　　　　　　　それでは、「専門員会のまとめ」を本協議会議のまとめとする。 

 　何か補足の意見はあるか。

 

石積委員　　　　　　　　長欠選抜の対象を過年度卒業生にまで広げるということはすば

らしいと思う。この変更について、今後どのように周知していく

か。中学校から、過年度卒業生に伝えることは難しいが、対象と

なる過年度卒業生は、どのようにして今回の長欠選抜の申請要件

 の変更を知ることになるか。

 

高等学校教育課担当課長　　　今回の協議会議のまとめは、記者発表する。また、県教育委員

 会のウェブページにも掲載するなどして広く周知を図っていく。

 

石積委員　　　　　　　　中学校は過年度卒業生と接する機会が少なく、今回の内容を直

接伝えにくい。高等学校に一度は入学したが、やむを得ず改めて

入試を受け直す生徒もいると思うので、そうした生徒には高等学

 校から伝えることは可能か。

 

高等学校教育課担当課長　　　10月に開催する次の入試の『入学者選抜実施要項』説明会など

において、対象となりうる生徒への周知を各高等学校に依頼して

 いく。

 

土屋議長　　　　　　　　高等学校に入る間口を広げ、不登校という事情を抱えた生徒に

も高等学校の学びを保障するための今回の制度変更について、新

たに対象となる子供たちへの周知や運用面での課題が残ってい

 る。事務局での対応をお願いする。

 他に意見はあるか。

 

 （特になし）

 　　　　　　　　　　　　

 土屋議長　　　　　　　　今後の予定について、事務局から説明をお願いする。

 

高等学校教育課長　　　　今後は、教育委員会として、本日頂いたまとめを尊重するとと

 もに、関係諸機関に対して周知の徹底を図る予定である。

　なお、本日午後６時頃、県政記者クラブにおいて本協議会議の

 内容について発表する。
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 土屋議長　　　　　　　　これで本日の協議を終了する。熱心な協議に感謝する。

 　　　　　　　　　　　

 閉会の挨拶　　　　　　　愛知県教育委員会教育長

開会            　　　　高等学校教育課主査 

                     


